
　

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全

化
に
関
す
る
法
律
（
財
政
健
全
化

法
）」
に
よ
り
、
財
政
健
全
化
に
つ

い
て
４
つ
の
指
標（
実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債
費

比
率
、
将
来
負
担
比
率
）
の
公
表
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
４
つ
の
指
標
の
う
ち
、
１
つ

で
も
国
が
定
め
た
基
準
を
超
え
た
自

治
体
は
「
財
政
再
生
団
体
」
ま
た
は

「
健
全
化
団
体
」
と
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
び
町
は
、
実
質
公
債
費
比

率
が
24
・
8
％
と
国
の
定
め
た
早
期

健
全
化
基
準
の
25
％
を
下
回
り
、「
健

全
化
団
体
」
を
脱
し
ま
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
、
財
政
健
全
化
計
画
が
完
了

し
、
町
議
会
、
県
に
完
了
の
報
告
を

し
ま
し
た
。

　

こ
の
実
質
公
債
費
比
率
と
い
う
の

は
、
町
の
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る

借
金
返
済
額
の
割
合
で
す
。
標
準
財

政
規
模
と
は
、
地
方
自
治
体
の
財
源

の
標
準
的
大
き
さ
を
示
す
指
標
で
、

そ
の
大
き
さ
は
、簡
単
に
言
え
ば「
税

収
入
額
＋
普
通
地
方
交
付
税
＋
地
方

譲
与
税
」
で
求
め
ま
す
。

　

実
質
公
債
費
比
率
が
高
い
要
因
の

一
つ
は
、
同
じ
規
模
の
町
村
と
比
較

し
、
こ
の
標
準
財
政
規
模
が
低
い
こ

と
で
す
。
言
い
換
え
れ
ば
、
町
の
財

政
的
な
身
の
丈
よ
り
も
大
き
な
借
金

を
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
す
。

　

も
う
一
つ
の
要
因
は
、
平
成
の
初

め
か
ら
平
成
12
年
ご
ろ
に
か
け
て
道

路
や
水
道
、
下
水
道
、
地
震
の
復
興

な
ど
の
た
め
多
く
の
借
金
を
し
た
こ

と
で
す
。平
成
18
年
を
ピ
ー
ク
と
し
、

公
債
費
は
徐
々
に
減
少
し
て
い
く
見

込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
個
々
の

事
業
の
償
還
期
間
は
10
年
か
ら
30
年

と
非
常
に
長
期
に
な
っ
て
お
り
、
短

期
で
は
な
か
な
か
返
済
す
る
額
が
減

り
ま
せ
ん
。

　

今
後
は
公
債
費
負
担
適
正
化
計
画

に
よ
り
、
実
質
公
債
比
率
の
低
減
を

目
指
し
ま
す
。

　

将
来
負
担
比
率
は
、
前
年
の
１
５

４
・
３
％
か
ら
１
１
１
・
７
％
と
42
・

6
ポ
イ
ン
ト
改
善
で
き
ま
し
た
。

　

将
来
負
担
比
率
と
は
、
標
準
財
政

規
模
に
占
め
る
借
金
の
残
高
な
ど
将

来
払
う
こ
と
が
決
ま
っ
て
い
る
も
の

の
占
め
る
割
合
で
す
。
改
善
し
た
要

因
の
一
つ
は
、
こ
こ
数
年
、
多
額
の

借
金
を
返
済
を
し
た
の
に
対
し
、
借

り
入
れ
を
し
た
額
は
わ
ず
か
で
あ
っ

た
こ
と
で
す
。

　

ま
た
、
こ
の
比
率
は
、
町
の
貯
金

額
で
あ
る
基
金
残
高
を
将
来
支
払
う

額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
率
の
下
が
っ
た
も
う
一

つ
の
要
因
は
、
年
々
基
金
の
額
が
増

え
て
い
る
こ
と
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

今
後
の
見
通
し
は
、
町
の
標
準
財

政
規
模
の
大
部
分
を
占
め
る
普
通
交

付
税
は
、
毎
年
国
が
借
金
を
し
て
地

方
に
配
分
し
て
い
る
状
態
が
続
い
て

い
ま
す
。
ま
た
東
日
本
大
震
災
の
影

響
に
よ
り
、
国
が
普
通
交
付
税
を
い

つ
大
幅
に
減
ら
し
て
く
る
か
も
し
れ

ま
せ
ん
。
普
通
交
付
税
が
減
ら
さ
れ

れ
ば
、
行
財
政
運
営
に
著
し
く
影
響

す
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
ま
す
。　

実
質
公
債
費
比
率
は
24
・
8
％
に

国の定めた
早期健全化基準の
25％を下回る

4
つ
の
指
標
で
判
断

①実質赤字比率（黒字決算だったのでこの比率は生じません）
　町の一般会計の赤字の程度を指標化したもの
②連結実質赤字比率（黒字決算だったのでこの比率は生じません）
　一般会計のほか、公営企業会計（簡易水道、公共下水道、農業集落排水）、　
　その他特別会計などすべての会計の赤字や黒字を合算し、町全体として赤字
　の程度を指標化したもの
③実質公債費比率

　借金の返済額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すもの
④将来負担比率

　町の借入金や将来払っていく可能性のある負担の現在残高を指標化したもの

日野町の財政 4 指標の数値（平成 22 年度決算）

な
ぜ
実
質
公
債
費
比
率
が
高
い

の
か

鳥取県日野町財政健全化計画度実施状況（要旨）

第 1　具体的な設置の状況　　　　　　　　　　第 3　健全化判断比率の状況
　・負担金など義務的なもののみの最小限の

　　地方債発行にとどめました。

第 2　歳入および歳出に関する計画の実施状況
　・平成 22 年度の決算は、歳入の確保および

　　歳出の抑制により歳入歳出差引 301,604 千

　　円の黒字となりました。

第 4　その他財政の早期健全化に必要な事項の
　　　措置の実施状況
　・臨時財政対策債の発行において地方公共団

　　体金融機構の資金を活用し、長期の借入を

　　行うことができました。

借
り
入
れ
が
わ
ず
か
だ
っ
た
こ
と

が
改
善
の
要
因

今
後
も
健
全
な
予
算
運
営
が
使
命
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※（　）内は早期健全化基準



5 広報ひの 2011 年 10 月号

町職員の給与、報酬などの状況を
お知らせします
日野町職員の給与などを公表します。

給与などは、国・県を参考にして、まちの条例などで定められています。

公表した数字は、平成 23 年 4 月 1 日現在および平成 23 年度当初予算時のものです。

町では財政健全化に向けた取り組みの中で、町職員給与の減額、手当ての見直しなどを行っています。

【問合せ】役場総務課（電話 72-0331）

●職員給与費（平成 23 年度当初予算、カッコ内は昨年度の数値）

※町長、副町長、教育長を含まない。職員手当には退職手当組合負担金を含まない

●特別職の給与など ●職員の平均給料月額・平均年齢

●職員初任給

●職員の年齢構成

（平成23年 4月 1日現在。カッコ内は昨年度の数値） （平成 23 年度当初予算、カッコ内は昨年度の数値）

●その他の手当

●職員の手当

（平成 23 年 4 月 1 日現在）

※日野町の金額は、給与減額後の額です

（平成 23 年 4 月 1 日現在）

（平成 23 年 4 月 1 日現在）

※職制上の段階、職務の級による加算措置あり
▶期末手当　6月期＝ 1.225 月分　　12 月期＝ 1.375 月分　　計 2.6 月分　　※国と同じ

▶勤勉手当　6月期＝ 0.675 月分　　12 月期＝ 0.675 月分　　計 1.35 月分　 ※国と同じ

1 カ月当たり（平成 23 年 4 月 1 日現在）

▶扶養手当　配偶者＝ 13,000 円

　　　　　　その他扶養親族＝ 6,000 円～ 11,000 円（16 歳～ 22 歳＝ 1人につき 5,000 円加算）

▶住居手当　最高 27,000 円

▶通勤手当　交通機関などを利用＝最高 8,900 円

　　　　　　自家用車など（片道 2㌔以上）＝ 2,000 円～ 8,900 円


